様式第１号(第３条関係)

　　年　　月　　日
新見市告知放送機器等設置申請書
　新見市長様
　新見市地域情報通信基盤整備事業告知放送機器等設置分担金徴収条例施行規則第３条第１項の規定により申請します。
	ふりがな
申請者氏名
（法人の場合法人名）
	　

	
	（※）

	
	生年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日
	

	世帯主名及び代表者氏名
	

	住民票又は
外国人登録の有無
	新見市に □あり　□なし
	種　別
	□個人　□法人

	現住所
	　〒　　　―　　　　　　
　　　　　　eq \o(\s\up 6(都道),\s\do 2(府県))　　　　　eq \o(\s\up 6(市区),\s\do 2(郡　))

	
	アパート･マンション名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 号室

	連絡先
	電話番号　(　　　　　　　)　　　　　　　―
携帯番号　(　　　　　　　)　　　　　　　―

	設置場所
	□現住所と同じ

	
	　〒　　　―　　　　　　（法人の場合：常駐する従業員数　　　　　名）　　 新見市

	
	 アパート･マンション名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 号室

	建物区分
	□ 自己所有の住宅　　□ 借家住宅 　□ 集合住宅　　□ 事務所・事業所
□ 自治組織集会所　　□ その他（　                            ）

	設置台数区分
	□１台目　 □２台目→
	 分担金額は工事費相当額全額となります。

	設置区分
	□永続的　 □一時的→
	

	利用芯線数
	２芯　　　　・　　　　４芯


＜土地又は建物の所有者その他の利害関係人記入欄＞
「私は、上記の者が申請する告知放送機器等の設置を承諾します。」
	ふりがな
所有者氏名
	　

	
	 （※）


	所有者住所
	　〒　　　―
　　　　　　eq \o(\s\up 6(都道),\s\do 2(府県))　　　　　eq \o(\s\up 6(市区),\s\do 2(郡　))

	所有者連絡先
	電話番号　(　　　　　　　)　　　　　　　―

	※市使用欄

	光番号
	
	芯線数
	データ入力
	納付書
	納付確認
	設置分担金（円）

	
	
	
	月　日
	月　日
	月　日
	


裏面の「告知放送機器等に係る設置条件」をご確認の上、申請してください。
（※）本人（代表者）が署名（自署）してください（押印不要）。
・法人の場合は、記名押印してください。
・法人以外でも、本人（代表者）が自署しない場合は、記名押印してください。
告知放送機器等に係る設置及び利用条件
機器の設置条件については、次のとおりです。
１　設置に係る告知放送機器等設置分担金について、期限内に納付すること。
２　機器等の設置に伴い、敷地内及び屋内への立ち入りについて許可すること。
３　土地又は建物の所有者その他の利害関係人から承諾を得ること。
（借家・集合住宅の場合だけでなく自己所有の住宅の場合も、引込みのための自営柱建柱や土地の上空を経由する際に承諾が必要。）
４　機器等の設置にあたり、引込み工事の光ファイバ敷設延長が、１kmを超えることとなる場合はその超える部分についての費用負担が必要となります。
５　機器を設置した場所の使用料については、無償とすること。
６　機器の利用に伴い必要となる費用（電気代等）は、申請者が負担すること。
７　告知放送以外の通信及び放送サービスについては、申請者の責任において利用すること。
８　一度設置した場所から移設の必要が生じた場合は、申請者が費用を負担すること。
　　（あらかじめ市へ申請をしてください。）
９　機器の使用を停止する場合は、速やかに情報政策課まで連絡すること。
１０　次に掲げる事由に該当するときは、機器等の利用停止、又は機器等の撤去をさせていただきます。（撤去の際の費用は利用者に全額負担してもらうこととなります。）
　　・関係条例または関係法令に違反したとき
・機器類を故意に損壊したとき
　　・偽りその他不正な手段により設置の承認を受けたとき
　　・この申請書に記載の設置及び利用条件に違反したとき
　　・その他業務の遂行に支障を及ぼしたり、公益を害するおそれがあると認められる行為
をしたとき
１１　設置した機器等は、市からの貸与品であるため、申請者が適正に管理すること。
※ご記入にあたって
・本書を事業の目的外に使用することはありません。
・記入漏れや虚偽の記載の場合は、無効となります。
・市では、申請された方からのご要望があっても、土地又は建物の所有者からの設置承諾の代行はしません。必ずご自身で承諾を得ていただきますよう、お願いします。
・工事を行うにあたり、住宅の所有者とのトラブルについて、市は一切責任を負いません。
